加算（減算）届出一覧表（提出方法・必要書類）

【居宅介護支援】

１　届出が必要な加算（減算）の内容、提出方法、必要書類　
○　次の内容の基本報酬又は加算・減算を算定しようとする場合は、事前に市への届出が必要です。（所定の期限までに届出がされていない場合には、算定することができません。）

○　市の実地指導等の結果として加算の体制が変更となる場合においても、改めて市（高齢福祉介護課）あてに加算等に関する届出を行ってください。

	内容
	提出方法
	必要書類
	備　考

	
	
	届出用紙
	添付書類
	

	特定事業所加算（Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）

	郵送

もしくは窓口にて提出
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
· 介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表
· 加算届管理票

	· 特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケアマネジメント加算に係る届出書
・ 居宅介護支援における特定事業所加算届に係るチェック表及び誓約書（※）
※特定事業所加算(Ⅰ)、(Ⅱ)、(Ⅲ)で書式が異なります。
· 主任介護支援専門員研修修了証の写し（加算Ⅰの場合は２名分、加算Ⅱ・加算Ⅲの場合は１名分）
· 勤務形態一覧表
· 研修の実施計画及び実施状況を示した書類
· 他法人が運営する居宅介護支援事業者との共同の事例検討会等の計画
· 返信用封筒
	勤務形態一覧表は加算算定開始月のものを添付して下さい。

	特定事業所加算（A）

	郵送

もしくは窓口にて提出
	・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
・介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表
・加算届管理票
	· 特定事業所加算(A)に係る届出書
· 居宅介護支援における特定事業所加算届に係るチェック表及び誓約書
· 主任介護支援専門員研修修了証の写し

· 勤務形態一覧表

· 研修の実施計画及び実施状況を示した書類
· 他法人が運営する居宅介護支援事業者との共同の事例検討会等の計画
· 返信用封筒
	勤務形態一覧表は加算算定開始月のものを添付して下さい。

	特定事業所医療介護連携加算
	郵送

もしくは窓口にて提出
	・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
・介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表
・加算届管理票
	· 特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケアマネジメント加算に係る届出書（※）
· 特定事業所医療介護連携加算届に係るチェック表及び誓約書
· 返信用封筒
	（※）特定事業所医療介護連携加算のみ算定する場合は、「２．特定事業所医療介護連携加算に係る届出内容」のみ記入してください。

	ターミナルケアマネジメント加算
	郵送

もしくは窓口にて提出
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
· 介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表
· 加算届管理票
	· 特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)・特定事業所医療介護連携加算・ターミナルケアマネジメント加算に係る届出書（※）
· チェック表及び誓約書
· 返信用封筒
	（※）ターミナルケアマネジメント加算のみ算定する場合は、「３.ターミナルケアマネジメント加算に係る届出内容」のみ記入してください。

	情報通信機器等の活用等の体制
	郵送

もしくは窓口にて提出
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
· 介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表
· 加算届管理票
	· 情報通信機器等の活用等の体制に係る届出書
· 返信用封筒
	

	特定事業所集中減算
	郵送

もしくは窓口にて提出
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
· 介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表
· 加算届管理票
	· 返信用封筒
	

	上記の加算(減算)の算定をやめる
	郵送

もしくは窓口にて提出
	· 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書
· 介護給付費算定に係る体制等状況等一覧表
· 加算届管理票
	· 返信用封筒
	


２　届出時期　
算定開始月の前月１５日が締切りです。（例：令和３年６月１日から加算を算定しようとする場合　→　令和３年５月１５日までに届出）
３　加算届の受理書について

○　加算届の受理書は再発行していませんので、控えの書類と合わせて、保管しておいてください。

○　受理書は、同封された返信用封筒により返送します。

○　介護情報サービスかながわの掲載情報の変更は、原則として届出を処理した月の翌月からですが、月末処理の場合、システム更新の関係から、翌々月以降になることがあります。
